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　生涯にわたるスポーツ活動のあり方のための発
育期ガイドライン（年代別トレーニングの目安）
を含めた日本版アスリート育成モデルの作成を目
指して，2年目の2019年度は以下の４つの課題に
ついてグループをつくって作業を進めた．
・これまでの発育期のスポーツに関する研究の整

理
・スポーツ少年団の活動実態調査の実施
・中央競技団体へのアスリート育成実態調査の実

施
・発育期ガイドラインとアスリート育成モデルの

検討

　まず研究の整理については，スポーツ実施と
　・ 発育（骨，性成熟（女性特有の問題），自我・

自立）
　・ 栄養（食育，サプリメント）
　・ 休養（障害予防，睡眠）
　・ 学力（運動との関連）
の内容との関係について整理することとして始
め，1年目には発育のうちの骨に相当する身長の
成長についてガイドライン作成のための資料が得
られた．2年目としては残りの内容について，発
刊されている論文を中心に整理をすることとし
た．
　つぎにスポーツ少年団の調査については，1年
目に対象を指導者と小・中学生の団員とし，各項
目10件法のWebアンケートとして項目を作成し
たが，2年目には項目をさらに検討することと
した．その結果Webアンケートは変わらないが，
回答のし易さから5件法とし，項目は指導者用29
項目，団員用31項目と内容が精選された．2019年

7月中にWebアンケートを実施する予定が9月
まで先延ばしになったが，発育期ガイドラインを
作成するにあたって小学生期スポーツ活動のあり
方を盛り込むことは中心的な課題であるので，こ
のさらなる検討は調査結果の分析をより有用なも
のにすると捉えている．なお，多くの子どもが参
加している野球やサッカーのアカデミーの調査も
検討したが，スポーツ少年団でも種目として野球
やサッカーが多く行われていることから，その調
査で調査目的は叶えられると判断した．
　そして競技団体への調査については，1年目は
競技者育成プログラムに関する調査指針として，
　・ 競技団体の指針・理念があるか，それに基づ

いたものであるか
　・ 年齢カテゴリーをどのように区分しているか
　・ 年齢カテゴリーごとに提供すべき指導内容を

どのように整理しているか
　・ 普及の仕組みをどのように設定しているか
　・ 更新の仕組みをどのように設定しているか
を挙げた．これらを骨子として2年目には調査項
目を整理し，中央競技団体にヒアリング調査を実
施した．まずヒアリングしやすい競技団体で調査
をしたが，今後，その結果を踏まえて，また競技
の類型を考慮して，調査対象を広げていくことと
している．
　最後にガイドラインと育成モデルの検討につい
ては，1年目にまとめられた「海外におけるアス
リート育成モデルの検討」から，日本版アスリー
ト育成モデルを作成する上で参考になる内容が抽
出できたが，2年目の上記3つの課題の解決に目
途が立ってから具体的な内容を検討することとし
て，現在は検討課題を提示するに留めている．

1）法政大学スポーツ健康学部

は じ め に
平野　裕一1）



─ 4 ─

はじめに

　生涯にわたるスポーツ活動のあり方を展望する
ための発育期ガイドライン（年代別トレーニング
の目安）を作成するにあたり，本稿の前半では，
発育期の運動・スポーツ実施の効果に関する研究
成果および指針等について概観する．また後半で
は，これまでに日本体育協会（現日本スポーツ協
会）が実施してきた発育期の運動・スポーツ活動
に関する主なプロジェクト研究の成果および提言
等について概観する．

子どもの筋・骨格系に対する�
運動・スポーツの効果

　近年，学童期や若年期の骨形成が，成人期以降
の人生全般にわたって健康な骨状態を保つための
最善策であることが指摘されている（Forwood 
et al., 2006；Ohta, 2009）．Rizzol et al.（2010）は，
学童期の骨折の最大の危険因子は骨量であり，児
童期や青年期に骨塩量を最大限に増加させておく
ことが，成人後の骨折の最大の予防策になると指
摘している．Gunter et al.（2008a, b）は，思春
期前からの８年間の縦断的研究から，学童期初期
に短期間の高強度の跳躍運動を行うことが，成人
初期まで骨塩量を高水準に維持できることを見出
した．また，女子高生を対象とする骨密度と運動
部活動への参加および食習慣との関係についての
調査では，週４日，1日2時間程度の負荷のかか
る運動部活動を行っている生徒たちの骨密度が高
いことが報告されている（秋坂ほか，1997）．
　一方で，児童の身体活動量と骨折率の関係を調
べた研究（Clark et al., 2008）によれば，週当た
りの身体活動（回数）が多い児童ほど，体重に対

する骨の太さは大きいものの，調査対象児童の
7％が少なくとも1回以上の骨折を経験している
ことや，毎日1回以上活発に運動している児童が
1週間に４回以下の児童に比べて約４倍の骨折率
を示すことが報告されている．また，骨が未成熟
な段階においては，過度な運動はその成長を妨げ，
骨折など怪我の発生につながる可能性も示唆され
ている（渡部ほか，2003）．さらに，思春期前後
の急激な身長の増大時期では，骨量と筋量の増加
のタイミングが異なり（鳥居ほか，2016， Rauch  
et al., 2004），骨の長さの最大発育時に対して筋
量の増加が遅れ，さらに骨量の増加はそれに遅れ
る．これらの発育のタイミングを考えれば，過度
な負荷がかからないよう運動の強度・時間・頻度
などの調整や運動課題の選定には十分に配慮する
必要がある．
　なお，学童期におけるタンパク質とカルシウム
の十分な摂取が，成長と筋骨格系の発達に決定的
な影響を及ぼすことから，学童期を対象として身
近な運動・スポーツと食事を組み合わせて食育の
効果を高める「スポーツ食育」が提唱されている

（Kimura, 2010）．
　高強度の筋活動によって発揮される筋パワーに
ついては，発育期におけるトレーニング効果が確
認されている（Ingel et al., 2006；Sargeant et al., 
1985）．また，低強度のみならず高強度の筋持久
力にもトレーナビリティーがあることが示唆され
ているが，最大下努力での筋活動の持続能力に対
するトレーニング効果は，6歳から14歳までは年
齢が進むにつれて増大し，12〜15歳で最大となり，
15歳以降は逆に減少するなど，筋持久力のトレー
ニングには至適年齢があることが報告されている

（加賀谷，1973）．筋力トレーニングについては，
思春期以降の身体の成熟とともに筋力の増大が期
待できると考えられてきたが，近年では，適切な
方法に基づけば思春期前からでも安全に効果を得
ることが期待できると報告されている（Malina，

１．発育期の運動・スポーツ実施に関する研究動向について
森丘　保典1）　　窪　　康之2）　　熊川　大介3）　　原　　光彦４）

1）日本大学　スポーツ科学部
2）国立スポーツ科学センター
3）国士舘大学　体育学部
４）東京家政学院大学　人間栄養学部



─ 5 ─

ンシップ・審判を尊重する高いスポーツマンシッ
プ意識と道徳性などの肯定的な認知・感情・行動
を生み出すのに対して，成績志向的雰囲気は，高
い不安や低い動機づけ，仲間との強い葛藤，低い
スポーツマンシップ意識・道徳性などの不適応的
な達成パターンや否定的な認知的，感情的反応
を生むことを指摘している（Duda and Balaguer 

（2007）；Kavussanu, 2007；Vanden Auweele et 
al., 1999）．

子どもの認知能力・学力に対する�
運動・スポーツの効果

　運動は，脳の運動機能を発達させるだけでな
く，精神機能にもよい効果をもつと考えられてい
る．運動中に脳血流が増加して脳への酸素供給が
増加するという研究（Ogoh and Ainslie, 2009）は，
運動がもつ気晴らし効果の生理学的基礎となると
いえる．また近年，運動は精神疾患の治療とし
ても有効であり（Cotman and Berchtold, 2002；
Friedland et al., 2001；Lange-Asschenfeldt and 
Kojda, 2008），いわゆる知的能力（学業成績）に
もよい影響を及ぼし，普段よく運動している児
童・生徒は学業成績が良いことが指摘されている

（Field et al., 2001；Coe et al., 2006）．Castelli et 
al. （2007）は，アメリカ・イリノイ州の小学校3
年生，5年生259名について，負荷漸増シャトル
ランテスト（有酸素運動能力テスト）の成績と州
共通学力テスト成績（読解力と算数）との間に正
の有意相関があることを報告している．Hillman
らは，Nature Reviews Neuroscienceに，運動が
脳の知的機能を向上させる効果のメカニズムに関
する分子，細胞レベルの研究をレビューし（Hill-
man et al., 2008），9歳児において有酸素運動後
に読解力と自己管理能力が向上したことを報告し
ている（Hillman et al., 2009）．
　国内の児童生徒を対象とした研究としては，森
村ほか（2011）は，日本の小学生における持久的
運動が学力テストの成績に及ぼす影響を検討して
いる．調査開始時に持久的運動に好意的であった
児童125名を対象とし，1年後も好意的なままで
あった児童をＰ群，否定的になった児童をＮ群と
して2群に分類し，年齢・性別・身長・体重でマッ

2006）．発育期の筋機能については，アメリカ小
児科学会や日本のスポーツ科学関連の学会・組織
が独自のガイドラインを提示している（American 
Academy of Pediatrics, 2008；Faigenbaum et al., 
2009；平野ほか，2005）．
　引原ほか（2007）は，身体活動の量や強度が体
力に及ぼす影響は，発達段階や性別によっても異
なることを示し，思春期前期では男女ともに運動
の強度にこだわらずたくさん動くこと（量），思
春期後期ではスポーツ活動などを通じた強度の高
い運動刺激を与えることが体力の優劣に関与する
可能性があるとしている．成長期にある子どもに
とっては十分な身体活動が必要であり，運動・ス
ポーツはそれを担う活動であることには疑いがな
い．子どもたちの発育発達状況に応じた適切な量
と質の運動・スポーツの実施を目指し，現在のみ
ならず将来に向けて健康な生活を送るための基礎
を築いていくことが重要である．

子どもの心理特性に対する�
運動・スポーツの効果

　全国の幼稚園・保育所の４〜6歳児約12,000名
を対象とした調査（杉原，2010）によれば，運動
能力の高い子どもは，積極性，粘り強さ，好奇心
旺盛，友達の数が多く関係が良好，社交性などの
園内行動傾向が認められた．また，運動遊びにお
ける有能感が高い子どもは，有能感の低い子ども
より自信や積極性や協調性が高いことが示されて
いる（杉原，1988）．これらの研究は，運動が有
能感（無力感）といった自己概念の形成を通して
子どもの性格に深く関与していることを示唆して
いる（Horn, 2004；杉原，2000）． 
　また，子どもの運動・スポーツが心理的側面に
与える影響は，それらの活動をどのように経験す
るかによっても大きく異なるが，とりわけ注目さ
れているのが運動集団の雰囲気である．運動集団
の雰囲気には，他者と比較して優れること（勝
利）に価値をおいて結果を重視する成績志向的雰
囲気と，学習プロセスに価値をおいて個人的な上
達や努力を高く評価する課題志向的雰囲気があ
る．指導者の作りだす課題志向的雰囲気は，高い
運動有能感や喜び・満足感，ルール・スポーツマ
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発育期の運動・スポーツにおける�
活動時間や休養日について

　スポーツ参加による外傷・障害発生のリスクに
着目した研究では，カナダの男女（14－19歳）2,721
人の高校生を対象にした報告において，週16時間
を超えるトレーニングは医療処置を必要とする傷
害罹患率の上昇と著しく関係があることが示され
ている（Rose et al., 2008）．また，同様に米国の
報告において週16時間を超えるトレーニングを
行っている11〜17歳の女子は，より少ないトレー
ニング時間を有する女子に比べて疲労骨折の罹患
率が高いことが示されており，この報告における
対象者が実施しているスポーツは，バスケット
ボールやバレーボール，ランニング，水泳，スケー
トなどの中程度以上の強度を有するものであった

（Loud et al., 2005）．
　過度な運動によるストレスは，傷害の発生だけ
でなく，睡眠や食欲の喪失，楽しみや満足感の低
下，パフォーマンスの低下，後々のスポーツ離
脱を引き起こす原因となる可能性が示されてお
り，いくつかの研究により若年アスリートの約3
割がやり過ぎのオーバートレーニングを経験して
いることが報告されている（Matos et al., 2011；
Raglin et al., 2000；Winsley and Matos, 2011）．
11〜18歳のイギリス人男女376人を対象とした
Matos et al.（2011）の研究においては，特に個
人競技を行っている若年エリート競技者では，低
強度のスポーツ活動であっても1日2時間，週6
〜7日（週12〜14時間）以上をトレーニングに時
間を費やすことによりオーバートレーニングの
身体的，心理的特徴を示すことが報告されてい
る．また，Jayanthi et al.（2015）は，スポーツ
を専門的に行っている7〜18歳の若年アスリート
1,190人を対象にアンケート調査を行ったところ，
週あたり年齢×時間を超えるトレーニング時間は
外傷・障害発生率の上昇と関係があることを示し
ている． 
　休養日の設定については，子供と青少年アス
リートのオーバーユース，傷害，オーバートレー
ニングおよびバーンアウトに関するレビューにお
いて，若年アスリートにとって専門化しているス

チングさせたＰ群35名とＮ群35名での比較が行わ
れた．1年後，複数の体力項目（20mシャトルラン，
上体起こし，50m走，立ち幅とび）でＰ群が有意
に高く，数学においては数学的な考え方，数量や
図形についての知識・理解および算数総合の項目
において有意差が認められた．また，田中（1982）
は，中学校の運動部活動と学業成績との関係を調
査し，運動部所属生徒が中等度運動群，非運動群
と比較して，成績が高い傾向にあることを示して
いる．また，石田と亀山（2006）は，中学校での
部活動の意欲と学習意欲との関係を調査し，文化
部所属生徒と比較して運動部所属生徒において

「学習意欲」と「集団的凝集性」が有意に高かっ
たことを報告している．さらに，笹山ら（2014）は，
中学生を対象として運動部所属と学業成績につい
て検討しており，学業成績において無所属学生と
比較して運動部所属生徒の方が有意に高かったこ
とを報告している．
　一方，宍戸ほか（2009）は，16〜17歳の青年期
の男子学生534名を対象とする前向きコホート研
究により身体活動が学業成績に及ぼす影響を検討
し，身体活動レベルを独立変数として，学業成績
のZスコア及び体力の1年間の変化について共分
散分析を試みた結果，身体活動レベルが高いと学
業成績が低下する有意な傾向性を認めた．また，
松尾（1989）は，中学生の運動部活動参加者の1
日の平均活動時間について，女子は学年に関係な
くほぼ2時間弱で推移しているのに対し，男子で
は学年が上がるにしたがって活動が減少する傾向
にあること，学年が上がるにしたがって「勉強と
の両立が難しい」と回答する割合が高くなること
を明らかにしている．運動・スポーツ活動への参
加には，体力増強，メンタルヘルスの改善，およ
び仲間の獲得など様々なメリットがあるが，一方
で長時間にわたる練習やクラブ内のルールに縛ら
れることで，運動・スポーツ活動以外の自由な時
間が奪われ学業や日常生活に支障をきたすなどの
デメリットも存在するなど，運動・スポーツ活動
の負の側面に焦点を当てた研究もいくつかなされ
ている（手塚ほか，2001；手塚ほか，2003）．
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自由な時間が制限されることが生徒にとって大き
な心理的負担となっていることを示している．
　先にも示したように，長時間におよぶ運動・ス
ポーツ活動が生徒のストレッサーとなることを示
す研究は散見され，学業や自由時間を制限しメ
ンタルヘルスの悪化につながっていることも明
らかにされていた（手塚ほか，2001；手塚ほか，
2003）．そのため，部活動以外の活動を行う時間
を確保するために，ある程度の練習時間の制限や
休養日の設定は必要であると考えられる．

子どもの運動・スポーツに関する�
ガイドライン（指針）について

　1998年，イギリス厚生省支部のHealth Educa-
tion Authorityが開催したシンポジウムにおいて，
1日1時間の身体活動が推奨され（Biddle et al., 
1998），それ以降，各団体，各国の策定した小児
身体活動ガイドラインでは，1日1時間の身体活
動が採用されるようになった．（例外として，カ
ナダのガイドラインは1日90分の身体活動時間の
増加を推奨している（Canada’s Physical Activ-
ity Guide to Healthy Active Living, 2002）．また，
アメリカ保健社会福祉省が発表したガイドライン

（USDHHS, 2008）では，6〜17才の子どもに対
して，1日60分以上の中〜高強度の有酸素運動を
毎日（週3日は高強度運動を含める）行うこと，
その中に筋力と骨を強化する運動を週3日以上含
めることが推奨されている．さらに世界保健機関

（WHO）（2010）も，5才から17才の子どもに対
して，①少なくとも1日60分の中等度から高強度
の身体活動を行うこと，②1日60分以上の身体活
動・運動はより高い効果が望めること，③その中
に，筋や骨を鍛えるための高強度の運動を少なく
とも週3回以上含めることを推奨しており ，「1
日1時間」が世界的なスタンダードとなっている．
なお，我が国においては，「アクティブ・チャイ
ルド60min－子供の身体活動ガイドライン－」（日
本体育協会，2010）や「幼児期運動指針」（文部
科学省，2012）が策定され，幼児・児童の発育発
達状況に応じて，体を使った遊び，生活活動，体
育・スポーツを含めて，毎日，最低60分以上体を
動かすことを推奨している．

ポーツにおける適切な休養日設定は少なくとも週
1〜2日であると示されている（Brenner et al., 
2007）．1日3時間を超えるようなトレーニング
をする子どもに多いオーバーユース障害の代表と
される野球肘は，肘痛と肘関節の伸展障害を特徴
とし，投手やキャッチャーに多く，成長が著しい
小学校高学年から中学1年時に発症のピークがあ
ることが指摘されているが，ある少年野球チーム
の調査では，野球肘発症率は約50％，X線での骨
異常は約20％に達していた（岩瀬，1996）．日本
の少年野球では，休養日を設けることなく週7
日，1日2〜3時間の練習を行うチームも少なく
ないが，野球肘を予防するには，投手の投球数を
小学生で1日50球，週200球以内とし，投球日数
を週3日，1日2時間を超えないこと，中学生で
も1日70球，週350球を超えないことが望ましく，
週1日以上の休養日をとり，痛みを訴えた時に無
理させないことが必要である（日本臨床スポーツ
医学会，1998）．また，フィンランドの9〜13歳
の男女1,113人を対象にした縦断研究では，筋骨
格痛を有する者において，週5〜7日のトレーニ
ング実施は週０〜2日のトレーニングを行うより
も約3倍の筋骨格筋痛のリスクを伴う可能性が示
唆されており，この結果には身体的要因と心理的
要因の2つが関係している可能性も指摘されてい
る（El-Metwally et al., 2007）．20歳以下の若年
アスリート208人を対象にした調査では，疲労骨
折を有するアスリートの7割が週6〜7日間ト
レーニングを行っていることが示されており，十
分な休養がとられていないことが危惧されている

（Ohta-Fukushima et al., 2002）．また，渋倉・小
泉（1999）は，高校生の運動部活動における「指
導者」，「練習時間」，「競技力」，「怪我・病気」，
および「仲間」の五つの因子を部活動ストレッサー
として抽出している．「練習時間」因子には，「練
習時間が長いこと」，「部活動に多くの時間がとら
れ好きなことができないこと」，「帰宅時間が遅く
なること」といった項目が含まれていた．ここで
は，「練習時間」が第Ⅱ因子として抽出されており，
寄与率も10％を超えていた．この結果は，長時間
の練習が，生徒たちにとって指導者との関係に次
いで大きなストレッサーであり，練習時間が長く
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　・ 子どもの意見を尊重する
　・ 子どもを差別しない
　・ 子どもをあらゆる形態の暴力やその他権利の

侵害から守る
　・ スポーツを通じて子どもの権利を推進する

② スポーツを通じた子どものバランスのとれた成
長に配慮する

　・ 子どものバランスのとれた成長を促進する
　・ 子どもの学習・教育の機会を確保する

③ 子どもをスポーツに関係したリスクから保護す
る

　・ 子どもを暴力や虐待などから保護する
　・ 子どもが適切な指導能力をもつ有資格者から

指導を受けられるように努める
　・ 子どもが安全にスポーツを行うことができる

環境を確保する
　・ 子どもが不正行為に関与することなくスポー

ツを行える環境を確保する
　・ 子どもをあらゆる種類の搾取から守る

④子どもの健康を守る
　・ 子どもの身体的及び精神的な健康を守る
　・ ドーピングから子どもを保護し，栄養指導を

提供する
　・ 適切な生活習慣を構築する

⑤ 子どもの権利を守るためのガバナンス体制を整
備する

　・ 基本方針を策定・公表する
　・ リスクを確認・評価し，リスクの高さに応じ

た対応を行う
　・ ルール，ガイドライン，行動規範等を制定し，

これを実施する
　・ モニタリングと継続的な改善を行う
　・ 相談・通報窓口を確保し問題を解決する

⑥ 子どもに関わるおとなの理解とエンゲージメン
ト（対話）を推進する

　・ 子どもを支えるスポーツ指導者等の適切な人
選・教育を行う

　また，日本学術会議 健康・生活科学委員会 健
康・スポーツ科学分科会（2011）は，子どもの運動・
スポーツを効果的かつ安全に実施することを目的
として，「運動・スポーツを指導する際の留意点」，

「子どものライフスタイルの改善」および「運動・
スポーツをしやすい環境の整備」という3つの視
点によってまとめられた下記の基本指針を提示し
ている． 
　① 子どもの正常な発育発達を促進するよう，

WHO等の国際基準に準拠し，最低限度の運
動量を確保する．０歳から5歳頃までの幼児
においては，基礎的な運動制御能力の発達を
促進するような全身的運動を含む短時間の運
動遊びなどを毎日数回行う．

　② 多様な動きをつくる遊び・運動・スポーツを
積極的に行わせる．

　③ 子どもの特性に応じて運動・スポーツを行う
「場」を適正に設定する．

　④ 傷害・疾病等の精神的・身体的健康障害の防
止に配慮する．

　⑤ 運動（運動・スポーツ＋生活活動），食事，
睡眠を総合的にとらえたライフスタイルを確
立させる．

　⑥ 幼稚園・保育所・学校・家庭・地域一体の運
動・スポーツ実施体制を整備する．

　⑦ 学校体育をより一層充実させるための条件を
整備する．

　ユニセフ（UNICEF：国連児童基金）は，18歳
未満の子どもの基本的人権を国際的に保障するた
めに，1989年の第44回国連総会において「児童の
権利に関する条約（子どもの権利条約）」を採択，
1990年に発効しており，日本も1994年に批准して
いる．そして，2018年11月には，この子どもの権
利条約を踏まえつつ，ユニセフと日本ユニセフ協
会が共同し，スポーツと子どもとの関わりにおけ
る課題に特化した『子どもの権利とスポーツの原
則（Children’s Rights in Sport Principles）』を発
表した．

①子どもの権利の尊重と推進にコミットする
　・ 常に子どもの最善の利益を考慮して行動する
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　・ 対話を通じて組織内外の関係者の理解を促進
する

発育期における運動・スポーツ活動が心身に
及ぼす影響について（昭和51（1976）年度〜
昭和54（1979）年度）

　本プロジェクト研究では，発育期のスポーツ活
動が児童・生徒の心身に及ばす影響を明らかにす
るために，青森県，秋田県，千葉県，群馬県，石
川県，福岡県の6県の小学校４年生および中学校
1年生を対象として心身に関する調査や測定を
行った．
・ 昭和52年度に測定した児童・生徒数は，小中学

生の男女合わせて1,993名，昭和53年度は1,858
名，昭和54年度は1,694名で，3カ年の追跡達
成率は85％に達した．

・ 3回の調査・測定を行った1,694名について，
面接によって知りえた運動実施時間と指導者に
よる運動実施状態の評価から求めた運動実施時
間とから運動実施スコアを算出し，県別，小，
中学生別，男女別に，高スコアの者約25％を選
び運動群，低スコアの者約25％を選び対照群と
し，運動群と対照群を比較検討することによっ
てスポーツ活動が心身な及ぼす影響を明らかに
することを試みた．

・ 実施していたスポーツ種目は，小学生男子にお
いては野球，サッカー，バスケットボール，中
学生男子では野球，陸上競技，バレーボール，
バスケットボール，サッカー，小学生女子では
バスケットボール，水泳，バレーボール，中学
生女子ではバスケットボール，バレーボール，
テニス，ソフトボール，陸上競技が主であった．
したがって，男子では野球が，女子ではバスケッ
トボールとバレーボールが主たるスポーツ種目
で，これらが約半数を占めた．

・ 生活時間については，運動群は対照群よりも早
起き，早寝の傾向が見られ，小学生では勉強時
間が長いが中学生では短くなり，テレビ視聴時
間が中学生では短くなる傾向が見られた．

・ 健康度については，運動群は対照群よりも小学
生でかぜを引きにくく，一般に外傷を受けやす
いことが明らかとなった．

・ 血液性状については，小学生では運動群の方が
貧血が少なかったが，中学生では多くなること
から，中学生で運動を多く実施する者には栄養
上の注意が必要であることが示唆された．

・ 骨年齢，身長のピーク速度年齢，初潮（女子）
については，運動群と対照群との間に差が見ら
れなかった．

・ 形態については，運動群が対照群よりも身長が
わずかに高い傾向を示し，中学3年男子で体重
が有意に重く，一般に男子中学生で肩幅が大き
かった．皮下脂肪厚は，運動群が中学生で少な
かったがその差は1年生ですでに存在し，3年
生になると反対に減少した．

・ 体力・運動能力については，小，中学生男女の
すべてに区分について運動群と対照群との間に
差が見られたのは，垂直跡，50m走，5分走，
PWC170についてであり，これらはすでに小学
校４年生の時から差が見られ，その後の運動実
施量の差によって差が拡大する傾向はみられな
かった．

・ 達成動機については，運動群は対照群と比較し
て運動場面に関する達成動機が強かったが，運
動以外の場面に関しては差が見られなかった．
しかし，前者の差は追跡測定によって拡大する
傾向がみられなかった．

・ 以上を通覧すると，本研究の対象者は運動群も
対照群もごく一般的な青少年で，一流競技者に
みられるような心理の状態を示す者ではなかっ
たことが明らかとなった．

・ もし本研究の対象者における運動実施が心身に
よい影響を与えるとすれば，小中学校における
スボーツの実施が習慣化され，高校以後におい
ても継続的に運動を実施した場合であろう．こ
の意味において，小中学校のスポーツ活動は，
将来をふまえてよりよい習慣を形成するという
立場に立つべきである．

スポーツ少年団の活動実態調査と活動プログ
ラムに関する研究（昭和62（1987）年度〜平
成元（1989）年度）

　本プロジェクト研究では，スポーツ少年団の実
態（競技パフォーマンスとその背景，競技会の影
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響，体力面での効果など）について，主として小
学生を対象に，その保護者，指導者についての研
究が行われ，以下のようにまとめられている．

1．スポーツ少年団員に関して
1）団員の構成について 
・ 本来スポーツ少年団は，小学校から高校生まで

の地域単位のスポーツを媒体とした人間育成を
目指したもののはずが，団員の94％が小学生で
あり（秋田県），中学生運動部員の半数が少年
団活動の理念をよく理解しての指導が期待され
る．それまでの間はスポーツ少年団，地域の中
学校・高校のスポーツ指樽者間の指導について，
密接な打ち合わせと引き継ぎが行われるべきで
あろう．

・ また中学生や高校生が少ないので，リーダーを
うまく活用することができない．本来は，団の
中で育った卒団者がリーダーとなり，指導者と
協力して指導にあたり，団員がやがては，教え
られるだけでなく指導する立場も体得するとい
う理念が生かされていないのも，これらの仕組
みが原因となっている．

2）単一種目か複合種目か
・ 原則的には複合種目を選択すべきである．
・ 卒団者の調査から，約2/3は小学生から中学生

へと同一種目を選択しているが，残りはチーム
スポーツから個人スポーツ（あるいはその逆），
スポーツ少年団にはなかった新しい種目へと変
更している．

・ 3カ年の追跡的運動適性テストの結果でも，野
球，サッカー，とくに柔道では種目特性が形態
面・機能面で，すでに小学生の時期にあらわれ
ている．西独のタレント発掘に関する報告書か
らも，早期専門化により，早い時期によい成績
をおさめたものが大成することは稀であり，基
本的な①陸上競技，②器械体操，③体操，④水
泳，⑤サッカー，⑥テニスなどのゲーム種目を
まんべんなく楽しみながら取り組ませることを
すすめている．

・ 単一種目と異なり複合種目を選ぶことは，偏
よった身体の使い方を避け，効果と負荷を分散

させ，バランスのとれた発育とスポーツ障害の
予防につながる．

・ このように，将来性のある夕レント養成という
競技力向上の立場からだけではなく，予防医学
の立場からみても複合種目の意義を再考すべき
である．

3）活動日数について
・ 活動日数は，全体の統計で「ほとんど毎日」が

22.2％，「3日以上」が38.9％，合わせて61.1％
が週に3日以上活動している．しかし神奈川の
ように過2日のチームが70％をしめている県も
ある．

・ 一般に「ほとんど毎日」練習しているのはレギュ
ラーや強いチームに多いが，スポーツ障害で医
療機関を受診したもののうち，「ほとんど毎日
練習」は約半数，またレギュラ一であったもの
が67％をしめており，練習日数の制限を考慮せ
ねばならない．

・ またサッカーで，毎日活動するチームのレギュ
ラーでは，週3日以下の活動するチームの団員
より，走力では優っているものの，形態が小さ
い傾向があり，激しいトレーニングが成長阻害
に結びついていないか危惧される．

・ これに対して，保護者は毎日の練習を望む県も
あるが（秋田県28.4％），一般的には「週3日」
程度を理想とみるところが多く，「週2〜3日」
とするところ（山梨県80％）もあった．

・ 子供達の団活動の楽しさ体験からみても，活動
日数の多い方が多様な楽しさを経験しており，
活動日数をある程度増やす必要があるが，逆に
多すぎても不満の度合が増している．この点か
らも週3日程度が適切といえる．

・ また複合種目では，ケガ．障害の発生頻度が活
動日数の多さと関係がなかったという事実もあ
り，適切な活動日数は活動内容によっても規制
されてくる．

・ これらの点に鑑み，スポーツ活動の練習日数は
多くても3日に抑えるべきで，さらに活動日数
を増やすにあたっては，直接スポーツ活動と関
係のない，遊びを中心とした楽しみを内容とし
たものを工夫するのがよかろう．
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４）試合数について
・ 指導者に対する調査では，年間の対外試合日数

は上位のチームの群で月平均2〜3日，とく
にサッカーの上位群では年間38.1日となってい
る．

・ また競技会に関する調査でも，1カ月に2〜3
日の処が多いが，全国平均で４日以上のところ
が9.3％もある．

・ 特に日曜日に試合あるいは練習を行うとなる
と，家族との団らんも持てず，家庭教育上も好
ましくなかろう．少なくとも月に1回ぐらいは，
休日に家庭にいる時間が持てるよう配慮すべき
であろう．

2．保護者に関して
・ スポーツ少年団活動における保護者の影響力は

見逃せないものがある．
・ 子供は，家族などが見ている時には，大人以上

に苦痛に対して許容度が大きくなることが実験
的にも証明されている．すなわち，ケガや障害
による痛みがあっても，ぎりぎりの限界まで頑
張り，大きな障害に至る危険性がある．このこ
とを大人はよく認識しておくべきである．

・ また指導者に関する調査でも，悩みの中で「保
護者との意見の不一致」を11.5％のものがあげ
ており，全国レベルの強いチームの指導者では
少ないが，少年団の理念を一番良く理解してい
ると思われる育成指導員についてこの傾向が強
い．このことは，保護者にスボーツ少年団の理
念をよく理解させるような教育が必要であるこ
とを物語っている．

3．指導者に関して
1）指導者の資格について
・ スボーツ少年団の指導者の資格に関しては，ス

ポーツ少年団認定指導員（52.3％），体カテス
ト判定員（33.2％），教員免許（14.6％），スポー
ツ指導員（9.1％）となっており，何も資格を持っ
ていない人は20.0％になり，とくに種目では野
球にその傾向が強い．

・ 年齢別では30歳代と40歳代とで70％近くを占
め，学歴では大学卒25.6％，高校卒43.9％となっ

ている．また団員の父母が34.2％，地域の大人
28.6％，学校の先生が17.9％となっている．

・ これらの人々は「団員が一所懸命に頑張る姿」
を喜びとしながらほとんどが無報酬で指導にあ
たっている．しかし資格の有無や種類によって
その指導理念にも違いがみられ，「試合に勝つ
こと」の喜びに関しては，教員免許取得者や認
定指導員に多く（33.3％，29.5％），認定育成
指導員では16.7％と低いし，経験年数が多くな
る程勝敗にこだわらなくなっている．また認定
育成指導員ほど保護者との意見の不一致に悩ん
でいることがうかがわれる．

・ このようにスポーツ少年団活動の鍵を握ってい
るのは，指導者であり指導者の理念が団活動に
反映されてくることを考えれば，指導者の育成
が極めて大切であることがわかる．

2）指導者にスボーツ医・科学の知識を
・ 指導者教育の一環として，スポーツ医・科学の

知識を与えることが必要である．
・ 本年の日本整形外科学会の報告でも，「発育期

の運動量は1日1時間半，週3日以内，とくに
投球数は1試合50球」との提言がなされた．ア
メリカでも，10年以上も前から子供のリーグで
は1試合にピッチャーの投げる回数は2－3回
までがよいとされている．

・ 子供の身体は大人とは異なるものであり，大人
のトレーニングをそのまま真似して行っても同
様の効果が上がるとは限らない．

3）練習内容について
・ 第2年次に野球，サッカー，バレーボール，複

合などについて細かい練習内容についての調査
が行われた．その結果，ストレッチングはサッ
カー，複合で46.7－37.5％，体カトレーニング
がバレ一ボールで68.8－87.5％，複合では跳び
箱とマット運動などの体操系の基本運動などが
行われていることがわかった．

・ 小学校の低学年では，とくに女子では思春期の
発育スパートの時期にかかるし，男子でも個人
差によっては大きく身長が伸びる子もいる．一
般に骨の成長が著しく，筋や腱の伸長がこれに
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伴わないと筋，腱に相対的に負担がかかり，ス
ポーツ活動はこれを増強させ，膝痛（オスグッ
ド病，ジャンパー膝など）や股関節痛（骨突起
炎）を生じることがある．

・ 膝や股関節のストレッチングはその予防に効果
的であり，大人よりはむしろ子供にすすめたい
メニューである．育ち盛りの子供には，是非無
理のないストレッチングを準備運動，整理体操
のなかに組みこんでいただきたい．

・ 一方，いわゆる筋カトレーニングは，成熟した
子供を除いては一般的には効果は少ないと考え
られる．またこの年代では，筋の発育よりは神
経系の発育が著しく，ボール投げで代表される
ようなスキル（スポーツ技術）を基本として教
えるべきである．

4．選手権的競技会に関して
・ 競技会は，市町村かせいぜい県レベルの規模で

留めるべきである．これには，予算的な背景（経
費軽減）と過熱化を抑制するという意図がある．

・ 全国大会につながるような競技会では，マスコ
ミや民間企業が加わり，子供のスポーツが宜伝
材料として使われかねない点，予選から決勝さ
らに全国大会へと続くため，肉体的な負担が大
きくなるなど間題点が多い．

・ 「スポーツ少年団の甲子園野球化」は，小学生
が主となっているだけに絶対に避けなければな
らない．しかし，子供達は基本的には，ユニ
フォームを着て試合に参加することなどを好む
ものである．したがって予選形式の競技会とは
別に，全員が参加しうるような独自の大会を企
画すベきである．

・ また全国大会を行っても，代表チームを交代制
にするとか特別のルールに基づくなど，何らか
の条件を加えることによって，少年団の理念に
合った形態がとれるのではなかろうか．

5．�スポーツにおけるケガや故障を予防する立場
から

・ これまでの調査で，団活動によるケガや故障は，
全国平均23.7％の４割程度（10％位）あるいは
それ以上という線が出ている．しかもこれには

練習日数，単一種目，レギュラーなどの条件が
関係している．したがってケガや故障を防ぐに
は，練習日数を週2〜3日以内に抑えるか，複
合種目を選ぶか，レギュラ一制度を廃止するか
など，何らかの改善策をとらねばならない．

・ また過半数は入団後2カ月以内，64％は3カ月
以内に発症していることより，新人が入団した
際の3ヶ月間の練習には特別に気を配る必要が
ある．

・ これらの障害の予防と早期発見にはメディカル
チェックが必要である．方法としては，学校医

（整形外科医）や地域のスポーツ医・科学委員
会の協力を要請することが考えられる．これら
の組織は，地域差もあるが最近は体制が徐々に
整いつつあることを付記しておきたい．

競技力向上に関するスポーツカリキュラムの
開発研究（昭和63（1988）年度〜平成3（1991）
年度）

　本プロジェクト研究は，「長期にわたる一貫（指
導）計画」という問題について具体化すべく，発
育期におけるトレーニングの実態や諸外国の情報
について整理しながら，日本の現状にあった指導
体制やカリキュラムを模索しようというものであ
る．以下に，競技種目別の研究成果のなかから，
特に競技スポーツ横断的な課題を示している陸上
競技研究班のまとめについて概観する．

陸上競技研究班のまとめ

　初年次には「競技者の生育歴・競技歴に関する
調査研究」を行い，わが国のジュニア（日本代表
ジュニア選手：85名）およびシニア（ソウルオリ
ンビック代表選手：24名）のトップレベルの競技
者のトレーニングの過程を調査し，カリキュラム
開発のための基礎的資料を得た．
① シニア及びジュニアのトップレベルの競技者の

大多数は，子どもの頃に屋外で活発な運動遊び
を経験しており，室内遊びをあげたものは皆無
であった．また，中学では約40％が陸上競技以
外のスポーツを経験していた．このことは，本
格的に陸上競技を始める前に幅広い運動経験が
必要なことを示唆している．
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② 練習日数，練習時間は，中学から大学へと次第
に増加していたが，シニア競技者よりジュニア
競技者の方が早期から練習量が多かった．

③ 陸上競技の開始時期は，男女とも中学1年生か
らが一番多かった．しかし，ジュニア選手の方
がやや早く始めていた．また，専門種目の開始
年齢は，シニアの男子が16.5－16.9歳，女子が
14.0－15.0歳であったのに対し，ジュニア選手
は，男女ともに13.6－15.0歳までに専門種目を
開始していた．同様に，専門的体カトレーニン
グの開始もジュニア選手の方がはやく，早期専
門化の傾向が明瞭であった．

④ シニア選手たちがピークパフォーマンスに達
した年齢は，男子では，短距離23.7歳，中長距
離27.8歳，跳躍23.3歳，投榔26.5歳，女子では，
中長距離24.5歳，跳躍21.0歳，投擲19.0歳であっ
た．いずれも，競技を開始してから長い歳月を
要しており，男子では約10年以上であった．

⑤ シニア選手とジュニア選手のトレーニング過程
を比較すると，ジュニア選手たちの方が早期に
専門化している傾向が明らかであり，カリキュ
ラムの開発にあたって，この問題は十分検討し
なければならない．

　2年次は，国内調査と海外調査によって，「陸
上競技のコーチングに関する研究」を行い，日
本（59名）と外国（13名）の一流の陸上競技指導
者のトレーニングやコーチングに関する考え方や
ジュニア期のカリキュラムの問題点を明らかにし
た．とくに，ジュニア期のカリキュラムについて
の外国と日本の指導者の違いが引き出された．
① 日本と外国の指導者達は，いずれも優れた競技

者を育成するには，児童期までに多くの運動遊
びやスポーツ経験が必要なことを指摘した．幼
児期には，鬼ごっこ，ボール遊び，マット運動
など調整力を高める各種の運動を，児童期には，
サッカー，水泳，バスケットボール，器械体操，
野球など，陸上競技への導入となる各種スポー
ツ運動をあげた．

② 日本の指導者は，陸上競技の開始年齢は12－13
歳，専門種目を決定する年齢は15－16歳，専門
的な体カトレーニングを開始する年齢は16－17

歳，最高成績に到達する年齢は24－27歳と，そ
れぞれの至適年齢をあげた．練習開始から最高
成績までに必要な年数は，短距離は11.9年，跳
躍は12.3年と短いのに対して，中・長距離では
13.7年，投瘍と混成では13.5年と長くなると答
えた．

③ 一方，外国の指導者は陸上競技の開始年齢，専
門種目を決定する年齢，専門技術の開始年齢に
ついて，いずれも日本の指導者によりやや高い
年齢が至適であると答えた．このことは，外国
の指導者の方が専門的なトレーニングに先立っ
て，時間をかけて基本的な技術を習得させ，適
性を見つけて専門種目を決めるという考え方を
していることがうかがえる．

④ 各年齢段階のトレーニング内容の中での重要な
要素について調べた結果，日本の指導者は，10
－14歳までは，「基本技術練習」と「基礎体カ
トレーニング」が重要で，これらが全体の80％
を占めるのがよいと答え，15－19歳では，「専
門技術練習」「基礎体カトレーニング」「専門的
体カトレーニング」が中心で，それぞれ21－
23％を占めるのがよいとしている．また，20歳
では「専門的体カトレーニング」（31.2％），「専
門技術練習」（26.2％），「競技的トレーニング」

（22.3％）が重要であると答えた．外国の指導
者は，年齢の低い段階では同様であったが，15
－19歳および20歳以上では専門的なトレーニン
グを重視しながら，日本の指導者以上に「基本
技術練習」「基礎体カトレーニング」をも重視
していることが明らかにされた．

⑤ トレーニング計画の中で強調される体力要素に
ついては，日本の指導者は，初期（10－14歳）
には第1に「巧緻性・調整力」を，ついで「ス
ピード・敏捷性」と「柔軟性」であった．外国
の指導者も同様であったが日本の指導者以上に
この3要素を強調しており，「筋力」や「パワー」
についてはこの年齢では重視していなかった．
ジュニア期（15－19歳）では，日本の指導者は
第lに「スピード・敏捷性」ついで「巧緻性・
調整力」と「パワー」をあげ，他の要素も初期
段階より強調していた．外国の指導者もほぼ同
様であったが「筋力」と「柔軟性」をより重視
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していた．
⑥ ジュニア期におけるウエイトトレーニングの開

始年齢は，競技種目によってやや違いがあるが，
15歳前後が適切であるとしている．最大下負荷
レベル（3－5RM）でのウエイトトレーニン
グの開始は，18歳前後が望ましいと答えた．し
かし，投榔種目では他の種目より早くから始め
るのがよいとしている．日本の多くの指導者は，
ジュニア期のウエイトトレーニングが軽い負荷

（選手の体重以下）ないしは普通の負荷（体重
と同じくらい）で行うのがよいと答え，外国の
指導者はその大部分が軽い負荷の方が望ましい
と答えた．

⑦ トレーニング計画の作成について外国の指導者
は，各年齢段階で日本の指導者より「おもに指
導者が作成する」という答えは少なく，選手自
身および選手とコーチが相談して作成すること
を大切にしていることがうかがえた．

　3年次は，これまでの調査研究の結果，各研究
班員の研究結果，内外の研究成果に基づき，班員
全体およびワーキンググループ別の研究会を重ね
て「陸上競技の指導カリキュラムに関する研究─
カリキュラムのあり方と基本構想─」をまとめた．
ここでは，人間の運動系の発達に着目して指導カ
リキュラムの段階とその年齢区分を明らかにし，
具体的なカリキュラム作成のための基本的な構想
を示した．
① 優れた競技者を育成するための指導カリキュラ

ムは，人間の運動系の発達に対応したものでな
ければならず，そのカリキュラムは，陸上競技
の練習を開始するのに先立つ基本的運動の習得
期（2歳から6・7歳）およびスポーツ運動へ
の移行期（８歳から12歳）をも視野にいれてお
かねばならない．

② 陸上競技の指導カリキュラムの段階とその年齢
区分は，運動発達の立場から次のような４段階
でとらえるべきである．すなわち，基本的運動
の取得期（6・7歳まで），スポーツ運動への
移行期（８歳から12歳），陸上競技の基礎つく
り期（12歳から14・15歳），陸上競技の専門的
トレーニング期（15歳から19歳）である．

③ 陸上競技を開始する12歳から14・15歳の時期は，
まず陸上競技の基礎つくりが目標であり，走，
跳，投にわたる多くの種目を練習して全面的な
基礎トレーニングをすることが，将来高い競技
水準を得るために不可欠である．
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Ⅰ．は じ め に

　本プロジェクトでは，スポーツ少年団の活動実
態や関係する方々の意識を把握するとともに，こ
れまでのスポーツ医・科学的研究成果を整理し，
国民の生涯にわたるスポーツ活動のあり方のため
の「発育期のスポーツ活動ガイドライン」と「日
本版アスリート育成モデル」を作成することを課
題としている．その結果として，子ども達が楽し
く安全にスポーツ活動に参加することが可能とな
り，国際社会に活躍する有能な青少年の育成のみ
ならず生涯スポーツに親しむ人々を飛躍的に増加
させることができると考えている．
　本年度は，現在のスポーツ少年団における活動
実態と指導者及び団員の意識を把握するためのア
ンケート調査を実施した．本報では，小学生から
中学生における少年団員の調査結果を報告する．

Ⅱ．調査の方法

1．調査対象
　スポーツ少年団で活躍されている指導者及びス
ポーツ少年団に参加している小・中学生

2．調査期間
　2019年10月〜12月

3．調査内容
　調査項目は，諸外国におけるLTAD事業の中か
ら，American Development Model（ADM） の
基準を参考として調査項目を決定した．ADMは，

米国オリンピック委員会が，競技フィールドの内
外においてアスリートが最高の力を発揮できるよ
う支援するために，米国スポーツ界のステークホ
ルダー（競技団体，スポーツクラブ，コーチ，保
護者およびアスリート）と関わっていくという
メッセージとともに，ADMを実践的に活用して
いくための推奨項目がステークホルダー別に提示
されている2）．このうち，指導者（コーチ）に向
けた推奨項目と選手に向けた推奨項目は以下の通
りである．

◦コーチに向けた推奨項目（ADM for Sports 
Coaches）

1）オーバーユースやバーンアウトを回避するた
めに，トレーニングおよび休養に関する期分
けを行う．

2）練習において身体リテラシー（敏捷性，バラ
ンス，コーディネーショントレーニングなど）
を提供する．

3）発達を促す適切なドリルや練習を用いる．
４）楽しくて，魅力的で，かつ挑戦的なスポーツ

体験を作り出し，アスリートファーストの哲
学のもとに活動する．

5）保護者とアスリートのために質の高いフィー
ドバックと年齢に応じた発達基準を提示す
る．

6）身体的，技術的，戦略的向上を強化するため，
結果（勝利）よりも努力や発達を重視する．

7）アスリートの可能性およびスポーツへの定着
率を最大化する．

８）コーチ資格を取得し，年齢に応じたコーチン
グを含めた自身のコーチングスキルを発達さ
せ続ける．

◦選手に向けた推奨項目（ADM for Athlete）

２．日本スポーツ少年団における活動実態調査の実施 
少年団実態調査結果について「少年団員の分析結果」

熊川　大介1）　　伊藤　静夫2）　　原　　光彦3） 
平野　裕一４）　　高嶺　由梨5）

1）国士舘大学　体育学部
2）一般財団法人東京マラソン財団
3）東京家政学院大学　人間栄養学部
４）法政大学　スポーツ健康学部
5）順天堂大学スポーツ健康科学部　非常勤助教
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年生から中学校3年生までの男女計3,452名から
有効な回答を得た．得られた回答から，大項目ご
とに指定された複数の設問項目における平均得点
を算出し，これを個人値として採用した．また，
本研究では所属しているスポーツ少年団のタイプ
を以下の通りに分類した．
◦年間を通じて一つの競技種目を行う少年団のタ

イプ：単一種目
◦年間を通じて複数の競技種目を行う少年団のタ

イプ：複合種目
◦季節及び性別によって異なる競技を行っている

少年団のタイプ：季節・性・複合種目
◦異なる少年団に複数所属しているタイプ：複数

種目

　本研究では，各大項目の平均得点に対する学年，
少年団のタイプ，週当たりの活動日数，競技種目
の影響を一元配置分散分析によって調べ，要因に
有意な主効果が認められた場合には多重比較検定
により各項目間の有意差検定を行った．有意水準
はいずれも5％未満で判断した．

Ⅲ．調 査 結 果

1�．小学生及び中学生における推奨項目平均得点
の比較

　Fig.1，Fig.2は小学生及び中学生における推
奨項目ごとの平均得点を示したものである．6つ
の大項目のうち両年代に共通して最も高い得点を
示したのは，6）活動性に関する項目で，小学生
が3.04点，中学生が3.16点）であった．一方，最
も低い得点を示した項目は，４） オーバートレー
ニングの意識に関する項目で小学生が2.01点，中
学生が2.13点あった．また，平均得点に対する推
奨項目の影響を一元配置分散分析によって調べた
結果，小学生及び中学生ともに各項目に対する有
意な主効果が認められた．小学生の平均得点は，
４）オーバートレーニングの意識が最も低く，次
いで，3）アイデア・創造性：2.15点，2）個人
の成長評価：2.25点，1）身体リテラシー・スキ
ル発達：2.40点，5）情報共有・コミュニケーショ
ン：2.40点，6）活動性の順に高い値を示した．
各項目間における有意差検定を行った結果，1）

1）身体リテラシーやスポーツスキルの発達を促
し，オールラウンドな成功を達成するために
複合的（複数の）スポーツ活動やクロストレー
ニングを用いる.（身体リテラシー・スキル
発達）

2）アスリートとしての初期段階においては，競
技結果やパフォーマンスよりもスキルの習熟
度や試合での発達を重視する．（個人の成長
評価）

3）計画的なプレイの場以外での活動を維持し創
造性を育むために，自由な運動遊びやピック
アップゲームの機会を活用する．（アイデア・
創造性）

４）自分の身体の声を聞き，休養や疲労回復がス
ポーツの発達プロセスの一部であることを理
解する．（オーバートレーニングの意識）

5）目標を設定し，コーチ・マネジャーから目標
達成に向けたフィードバックを収集する．（情
報共有・コミュニケーション）

6）身体活動・運動の手段としてスポーツを活用
し，1年中活動的であり続ける．（活動性）

　本研究では，上記における推奨項目を基準とし
て，各項目に対応した設問を決定した（Table 1, 
Table2）．回答方法は，所定の内容（学年，性別，
少年団での活動年数，団員数，日・週当たりの練
習時間，試合出場頻度，少年団以外でのスポーツ
活動状況，入団の理由など）を記載し，次に設問
に対して該当する選択肢を，０点（全くあてはま
らない），から４点（大変よくあてはまる），の5
段階で回答してもらった．なお，設問項目内にお
ける（マイナス評価）と記された項目は，点数を
反転し低い点数ほど高い評価にした．また，自身
で回答が難しい小学生に関しては，保護者立会い
のもと，可能な限り小学生の考えが反映できる環
境で回答してもらうこととした．調査方法は各少
年団にアンケートへの協力を依頼しweb上で回答
をして集計するという方法を用いた．

4．分析対象
　本年度は，小学生から中学生における少年団員
の調査結果を対象として分析を行った．小学校1
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において有意な差が認められた．（Fig.2）．
　最も得点が低かった４）オーバートレーニング
の意識に含まれる設問項目は，体を休めることの
重要性や，実際に休養を取りながら練習ができて

身体リテラシー・スキル発達と5）情報共有・コ
ミュニケーション間を除く全ての項目間に有意な
差が認められた．中学生についても同様の得点順
位が観察され，2）と3）の間を除く全ての項目間

Table1　コーチに向けた調査項目

大項目
（調査対象者には非公開）

設問項目

ま
っ
た
く
当
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

大
変
よ
く
当
て
は
ま
る

0 1 2 3 4
1）オーバーユースや
バーンアウトを回避す
るために，トレーニン
グおよび休養に関する
期分けを行う．

1 トレーニング期と休養期に分けて年間計画を立てている
2 発育期のオーバーユースによる怪我や疾病の特徴やその予防法について理解している

3
選手のバーンアウト（燃え尽き）やドロップアウトを回避するためにトレーニング
計画を工夫している

4 練習でできないことは試合でもできないと考えている．（マイナス評価）
2）練習において身体
リテラシー（敏捷性，
バランス，コーディ
ネーショントレーニン
グなど）を提供する．

5 仲間と協調し意思疎通ができるように工夫した練習ができている

6
練習の中で多様な動き（敏捷性，平衡性，操作性など）が含まれたプログラムを行っ
ている

7 選手が運動・スポーツに自信を持てるようになることを重視している
8 選手が仕組みを理解して運動することを重視している
9 他のスポーツや遊びも取り入れて活動している

3）発達を促す適切な
ドリルや練習を用い
る．

10 体格・体力や性差を考慮した練習を行っている
11 基礎的動きの多様化と洗練化を促すための練習法を用いている
12 男女の身体運動能力や心の発達の特徴を理解している
13 神経系，持久系，筋力系を順序立てて向上させている
14 能力の高い低いにかかわらず，全員で同じ練習を行っている．（マイナス評価）

４）楽しくて，魅力的
で，かつ挑戦的なスポー
ツ体験を作り出し，アス
リートファーストの哲学
のもとに活動する．

15 楽しく魅力的で挑戦的なスポーツ体験を作り出す努力や工夫をしている

16 アスリートファーストの意味を理解している

17 できるだけ全ての選手が等しくスポーツ参加できるように工夫している

18 練習内容をや目標を選手と話し合って決めている
5）保護者とアスリー
トのために質の高い
フィードバックと年齢
に応じた発達基準を提
示する．

19 選手の身長の伸び率，あるいは早熟，晩熟など発育の状況に関心を払っている

20 技術・体力の現状，目標，到達度などを保護者・選手と話し合っている

21 年齢に応じて身につけるべき体力・技術を理解している

22 子どもに過大な期待を強要しないように保護者を説得している
6）身体的，技術的，
戦略的向上を強化する
ため，結果（勝利）よ
りも努力や発達を重視
する．

23 試合の結果より日頃の努力や進歩の度合いを重視し，選手を評価している

24 個々の選手の発育発達に応じた目標を設定し，評価している

25
体力や技術に改善がみられても，試合に反映されなければ意味がないと考えている

（マイナス評価）
7）アスリートの可能
性およびスポーツへの
定着率を最大化する．

26 選手は生涯にわたりスポーツ活動を継続するように選手に話したことがある
27 選手が他の種目への転向を希望すれば受け入れる
28 単一種目に専念し，長期的に継続して欲しい

８）コーチ資格を取得
し，年齢に応じたコー
チングを含めた自身の
コーチングスキルを発
達させ続ける．

29 発育発達に応じたトレーニング方法に関する情報を収集している

30 コーチ（指導者）資格の取得を目指している

31 自身のコーチングスキル向上のための最新情報を収集している
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動・スポーツを続けたい等の内容が含まれていた．
日本学術会議が提言している「子どもを元気にす
る運動・スポーツの適正実施のための基本指針1）」
によれば，運動・スポーツを指導する際の留意点
としてオーバートレーニングやバーンアウトに陥

いるか，また発育状況を含む自身の状態を十分に
理解できているか等が問われている．また，高得
点だった6）活動性に含まれる項目は，スポーツ
少年団の活動に関わらず運動・スポーツを行って
いる，もっと上手になりたい，大人になっても運

Table2　団員に向けた調査項目

大項目
（調査対象者には非公開）

設問項目

ま
っ
た
く
当
て
は
ま
ら
な
い

ど
ち
ら
と
も
い
え
な
い

大
変
よ
く
当
て
は
ま
る

0 1 2 3 4
1）身体リテラシーや
スポーツスキルの発達
を促し，オールラウン
ドな成功を達成するた
めに複合的（複数の） 
スポーツ活動やクロス
トレーニングを用い
る．

1 今のスポーツをずっと続けたい
2 将来やってみたいスポーツが二つ以上ある
3 他にもたくさんのスポーツをやっているおかげで身のこなしが良くなった
4 礼儀についてよく教えてもらっている
5 スポーツを行うことの目的についてよく教えてもらっている

6
少年団で楽しくからだを動かして，自信を持って運動・スポーツができるようになっ
ている

7 練習の中で多種類のスポーツを教えてもらっている
2）アスリートとし
ての初期段階におい
ては，競技結果やパ
フォーマンスよりもス
キルの習熟度や試合で
の発達を重視する．

8 試合の結果をとても気にする（マイナス評価）
9 練習での自分の頑張りを監督やコーチに認められていると感じる
10 試合で負けたりミスをしてもコーチにほとんど怒られない
11 今やっているスポーツの技術に自信がある
12 自分は，体力にすぐれていると思う
13 今は試合で勝つことよりも，スポーツが上手になることの方が重要だ

3）計画的なプレイの
場以外での活動を維持
し創造性を育むため
に，自由な運動遊びや
ピックアップゲーム

（その場にいるプレー
ヤーで即席チームをつ
くっ てゲームを行う）
の機会を活用する．

14 決められた練習メニューはしっかりと行っている

15 練習中に自分の種目と違う活動（他種目や運動遊びなど）を行うことがある

16 選手間でアイデアを出しながら練習を行っている

４）自分の身体の声を
聞き，休養や疲労回復
がスポーツの発達プロ
セスの一部であることを
理解する．

17 体を休めることは練習することと同じくらい大切なことだと思っている
18 疲れを取るために十分に休むことができている
19 疲れや痛みをがまんして練習に取り組むことが多い（マイナス評価）
20 自分は，発育がはやいほう（早熟）だと思う
21 自分は，発育がおそいほう（晩熟）だと思う

5）目標を設定し，コー
チ・マネジャーから目
標達成に向けたフィー
ドバックを収集する．

22 コーチは，1つ1つの練習の目的をわかりやすく説明してくれる
23 コーチは，自分の目標や課題をわかりやすく説明してくれる
24 コーチは，自分の体力や技術のレベルをわかりやすく説明してくれる

25
現在の，技術，体力，目標，達成度について，保護者（おうちの方）とコーチの意
見は一致している

6）身体活動・運動の
手段としてスポーツを
活用し，1年中活動的
であり続ける．

26
スポーツ少年団の活動に関わらず，試合がない時期でも運動・スポーツを行ってい
る

27 運動・スポーツがもっと上手になりたい
28 大人になっても運動・スポーツを続けたいと思う
29 少年団の練習で思いっきり体を動かすことができている
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のみで，４）オーバートレーニングの意識につい
ては活動日数間に有意な差は認められなかった

（Table3）．さらに週あたりの練習時間と各大項
目における平均得点との相関関係を調べた結果，
すべての項目において有意な相関関係は認められ
なかった．従って，小中学生においては活動日数
や練習時間が増えることによる自身のコンディ
ションの変化を把握する能力に欠ける可能性があ
るか，あるいはオーバートレーニングやコンディ
ショニングに関する教育を十分に受けていない可
能性が考えられる．後者については指導者からの
調査結果を含めて今後検討すべき課題となるが，

らないようにすることが示されている．しかし本
研究の結果から，現在のスポーツ少年団に所属す
る小学生及び中学生は体を動かし続けることに対
する意識は高いが，休養や疲労回復の重要性や心
身の状態把握に関する理解が低いことが明らかに
なった．
　また，活動日数や練習時間の多少によりオー
バートレーニングやコンディショニングに関する
意識が変化するかを調べるため週当たりの活動日
数と各大項目における平均得点の関係について一
元配置分散分析を行った．その結果，有意性が認
められたのは3）アイデア・創造性に関する項目

小学生 中学生
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Fig. 1　小・中学生における大項目平均得点

**：大項目間に有意差あり（p<0.05）

Fig. 2　学年別の全項目平均得点

学年間に有意差あり（p<0.05）
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いずれにしても活動日数や活動時間が多い団員ほ
ど疲労を感じ，オーバートレーニングに関する意
識が高くなるという傾向はみられなかった．

2．年代とADM推奨項目平均得点の関係
　Fig.2は，小学校1年生から中学校3年生の各
学年における全項目の平均得点を示したものであ
る．平均得点に対する学年の影響について一元配
置分散分析を行った結果，学年間に有意な主効果
が認められ，多重比較検定において各学年間の差
を検定したところ中学1，2，3年生の得点が小学
1〜6年生に比べて有意に高い値を示した．
　Fig.3は，大項目ごとの各学年の平均得点を示

したものである．6つの大項目のうち，1）身体
リテラシー・スキル発達において得点に対する学
年の有意な主効果（p<0.05）が認められ，中学
校2年生及び3年生と小学校5年生及び6年生と
の間に有意差が認められた．1）の設問には，生
涯を見据えたスポーツ参加の意識や礼儀に関する
教育，練習の多様性などが含まれている．本調査
の結果から，子どもたちが礼節を知り，身体活動
を楽しく自信を持って意欲的に行うことができる
運動スキルに対する意識は学年が進むにつれて段
階的に向上し，特に小学校高学年から中学生にお
いて著しく向上することが明らかになった．同様
に小学校高学年から数値が段階的に増加した項目

Table3　小学生における活動日別の平均得点

活動日/週 大項目1 大項目2 大項目3 大項目４ 大項目5 大項目6
1日 2.38 2.25 2.24 2.01 2.37 3.02
2日 2.41 2.26 2.11 2.00 2.45 3.01
3日 2.38 2.26 2.11 2.02 2.39 3.05
４日 2.44 2.25 2.18 2.01 2.41 3.05
5日 2.39 2.22 2.18 2.03 2.34 3.05
6日 2.41 2.26 2.21 2.05 2.40 3.12
7日 2.34 2.21 2.12 1.95 2.38 3.06

有意性 n.s n.s ** n.s n.s n.s
**：活動日数間で有意差あり（p<0.05）
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Fig. 3　学年別の大項目平均得

**：学年間に有意差あり（p<0.05）
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は，2）個人の成長評価及び４）オーバートレー
ニングの意識であった．2）個人の成長評価は，
競技結果よりもスキルの習熟度や試合での発達が
重視されているかを評価したものであるが，これ
らは小学校高学年から徐々に向上していくことが
考えられる．この傾向の要因としては，スキルの
習熟度や体力の増大は長い期間をかけて徐々に構
築されていくこと，また，試合に出場する機会が
少ない団員にとっては自身のスキルを評価する機
会自体が少ないことに起因するのではないかと考
えられる．特に第二次性徴期を迎える前の比較的
活動年数の浅い小学生にとっては，より詳細で達
成可能な目標設定が求められるのではないかと考
えられる．一方，3）アイデア・創造性，5）情
報共有・コミュニケーション，6）活動性の平均
得点は，小学校6年生から中学校1年生の間で顕
著に増加した．中でも5）情報共有・コミュニケー
ションにおいては小学校6年生と中学校1年生と
の間に大きな変化が認められ，その後は高得点が
継続する傾向がみられた．従って，練習の目的や
技術的・体力的な目標や課題，達成度等を指導者
と選手及び保護者が共有しながら練習を行える環
境は，中学生と小学生世代においては大きく異な
る可能性が考えられる．

3�．少年団のタイプとADM推奨項目平均得点の
関係

　本研究では回答者が所属しているスポーツ少年
団のタイプを単一種目，複合種目，季節・性・複
合種目，複数種目に分けて平均得点を比較した．
全項目における平均値を比較すると，複合種目が
2.51点と最も高く，次いで季節・性・複合種目：
2.45点，複数種目：2.41点，単一種目：2.38点の
順に低い値を示した（Fig.４）．また一元配置分
散分析により全項目平均値に対する少年団タイプ
の有意な主効果が認められ，多重比較検定の結果，
単一種目と複合種目との間に有意な差が認められ
た．このことは，ADMにおいて選手に求められ
る資質や能力は少年団タイプによって異なること
を示しており，年間を通じて単一種目を行うより
も複数の種目を実施するほうが優れることが明ら
かになった．大項目別に平均得点を比較すると，
1）身体リテラシー・スキル発達，2）個人の成
長評価，3）アイデア・創造性，の得点は複合種
目が最も高い値を示し，それぞれ要因に有意な主
効果が認められた（Fig.5）．このうち，3）ア
イデア・創造性に関して異なる少年団タイプ間で
有意差検定を行った結果，複合種目が単一種目及
び複数種目の少年団タイプに比べて有意に高い値
を示した．本調査における大項目3）は，練習中
に自分の種目と違う活動（他種目や運動遊びなど）
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Fig. 4　少年団のタイプ別の全項目平均得点

少年団のタイプ間に有意差あり（p<0.05）



─ 25 ─

を行うことや選手間でアイデアを出しながら練習
を行っているかが評価されており，運動の多様性
や創造性を育むうえで重要な意味を持つ．少なく
とも本研究の結果からは単一種目に比べて複合種
目を行っている少年団員のほうが有意に得点が高
いことから創造性を育むうえでは適したタイプと
いえる．しかしながら，本調査における単一種目
の回答数は3,283，複合種目が53であり，小中学
生は単一種目を年間を通じて行うタイプが圧倒的
に多い．この数の相違は我が国の子どもたちがス
ポーツ少年団に参加する目的（そのスポーツが好
き，兄弟が団員だから，等）にも依存するが，ど
のようなタイプの少年団を選択しても運動を通し
て仲間と協調しアイデアを出しながら意思疎通が
できることは，共通して小中学生期に備えておく
べき資質・能力といえる2）．いずれにしても，我
が国の少年団の多くを占める単一種目タイプにお
ける1）身体リテラシー・スキル発達，2）個人
の成長評価，3）アイデア・創造性に関する指導
の充実と，少年団タイプの特性を理解したうえで
自身が入団すべき少年団を選択できるような情報
提供は必須ではないかと考える．

4．競技種目とADM推奨項目平均得点の関係
　少年団の単一種目タイプには数多くの競技種目

が存在し，本調査で得られた回答のうち小中学生
が実施している競技種目は37種類であった．この
競技種目を，野球・ソフトボール，サッカー，そ
の他屋外球技（テニス，ソフトテニス，ラグビー，
タグラグビー），屋外個人種目（一輪車，サーフィ
ン，ヨット，乗馬，馬術），屋内球技（ドッジボール，
バスケットボール，バドミントン，バレーボール，
ハンドボール，ホッケー，卓球），体操・ダンス，
冬季種目（スケート，アイスホッケー，スキー），
武道・格闘技（剣道，柔道，空手道，相撲，躰道，
なぎなた，弓道，合気道，少林寺挙法，レスリング），
陸上の9カテゴリーに分類し，平均得点の比較を
行った（Fig.6）．全項目における平均値を比較
すると，冬季種目が2.61点と最も高く，次いで武
道・格闘技：2.47，体操・ダンス：2.45，屋外球
技：2.41，野球・ソフトボール：2.39，サッカー：
2.38，陸上：2.37，屋内球技：2.35，屋外個人種
目：2.31の順に低い値を示した．平均得点に対す
る競技種目の有意な主効果が認められ，冬季種目
がサッカー，その他屋外球技，屋外個人種目，野
球・ソフトボール，陸上に比べて有意に高い値を
示した．また，2番目に高い値であった武道・格
闘技とサッカー及び野球・ソフトボールの間にも
有意な差が認められた．
　大項目別に平均得点を比較すると，冬季種目は
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Fig. 5　少年団のタイプ別の大項目平均得点

**：少年団のタイプ間に有意差あり（p<0.05）
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1）身体リテラシー・スキル発達，2）個人の成
長評価，3）アイデア・創造性，４） オーバートレー
ニングの意識の４項目で最高値を示した（Fig.
7）．各項目の平均得点に対する競技種目の影響
を調べた結果，1）身体リテラシー・スキル発達，
及び6）活動性の項目において有意な主効果が認
められた．多重比較検定の結果，1）の平均得点は，
冬季種目がサッカー，その他屋外球技，屋外個人

種目，野球に比べて有意に高く，また武道・格闘
技がサッカー及び野球に比べて有意に高い値を示
した．一方，6）活動性については，サッカーが
屋外個人種目，体操・ダンス，陸上よりも有意に
高く，また野球・ソフトボールが屋外個人種目及
び陸上に比べて有意に高い値を示した．このよう
に，競技種目に応じて得点が高い項目が異なり，
中でも6）で評価されている「身体活動・運動の

（点）
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Fig. ７　競技種目別の大項目平均得点
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手段としてスポーツを活用し，1年中活動的であ
り続ける能力・資質」に関しては，野球・ソフト
ボールやサッカーといった競技人口の多い種目に
おいて高得点であり，個人種目や記録系種目では
低い傾向にある．しかしながら，野球・ソフトボー
ル及びサッカーは，1）の身体リテラシーやスポー
ツスキルの発達を促し，オールラウンドな成功を
達成するために複合的（複数の）スポーツ活動や
クロストレーニングを実践している程度（得点）
は低い．このような競技種目に応じて得点の分散
が認められる要因としては，種目ごとのアスリー
ト育成理念や育成方法の相違が考えられ，本研究
プロジェクトのテーマでもある競技種目共通のス
ポーツ活動ガイドラインの策定と普及が急務では
ないかと考えられる．

Ⅳ．ま　と　め

　本研究では，小学生から中学生における少年団
員を対象として，ADMが選手に求める6つの推
奨項目に対応するアンケート調査を実施し，学

年，少年団のタイプ，競技種目による違いを明ら
かにした．特に小中学生においては，年間を通じ
て体を動かし続けることに対する意識は，他の項
目（オーバートレーニングの意識，アイデア・創
造性，個人の成長評価，身体リテラシー・スキル
発達，情報共有・コミュニケーション）に比べて
突出して高いことが明らかになった．また，スポー
ツ少年団のタイプや競技種目によってADM推奨
項目の得点に著しい偏りが認められたことから，
年齢に応じた競技種目共通のスポーツ活動ガイド
ラインの策定と普及の重要性が高いと考える．

Ⅴ．文　　　献

1）子どもを元気にする運動・スポーツの適正実
施のための基本指針，日本学術会議，2011．

2）発育期のスポーツ活動のあり方に関する研究
〜アスリート育成モデルの構築〜，平成30年
度日本スポーツ協会スポーツ医・科学研究報
告Ⅴ，公益財団法人日本スポーツ協会，2019
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1．はじめに

　各中央競技団体が構築する競技者育成システム
の現状を調査するサブプロジェクトの一環とし
て，本年度は，日本水泳連盟（日本水連）による
競泳競技者の育成システムを調査した．調査にあ
たっては，基礎資料1）の要約による調査観点の
洗い出しと，その観点に基づいたインタビューを
行った．本報告書は，このインタビューをまとめ
たものである．

2．インタビューの観点

　スポーツ白書20171）に著された日本水連の有
望選手発掘と育成の仕組みは，以下の5点として
まとめられる．
1）所属強化→合宿強化→競技会強化→重点強化

という強化育成のピラミッド（図1）を形成
している．

2）所属強化とは，スイミングクラブと学校によ
る強化であり，基礎的テクニックおよびフィ
ジカルの強化を担う．有望選手の発掘・育成

の原点となる．
3）合宿強化とは，「社会人と大学生」，「高校生

と中学生」という二つのカテゴリーで行わ
れる合宿による強化である．「高校生と中学
生」の中からさらに絞り込んだ「スーパース
イマーズ」合宿，ジュニアオリンピックで1
または2位になった小学４〜6年生を集める

「エリート小学生」合宿も開催している．こ
れらの合宿は，コーチの情報共有の場として
も機能している．

４）競技会強化とは，競技会で経験を積むことで
ある．

5）日本水連は，指定競技会でのタイムとして評
価基準を設定し，この基準を突破することで
合宿やより上位の競技会への参加が可能とな
る．

　以上のことを踏まえ，インタビューの観点を以
下の3点とした．
◦ 現行の育成プログラムの長所と短所をどのよう

にとらえているか
◦ プログラムの実行性をどのように高めているか
◦ よりよい育成プログラムとはどのようなものか
　インタビューの対象は日本水連副会長の上野広
治氏であった．インタビューは，研究班員の窪，
森丘の2名が約90分かけて行った．

3．インタビュー内容

Q　合宿強化に，中高生，小学生を対象としたも
のがあるが，どのようなものか．

A　エリート小学生合宿は，４月に４〜5年生，
9月に5〜6年生を集めている．４月の合宿は
2013年から，9月の合宿は2008年から始まった．
いずれも夏季ジュニアオリンピックで好成績を
収めた選手を対象としている．今井月，池江璃
花子，酒井夏海が参加した実績がある．中高生
対象はスーパースイマーズ合宿である．これは
2014年から始まった．萩野公介，小堀勇気が参

重点強化

競技会強化

合宿強化

所属強化

図1　日本水泳連盟における強化育成のピラミッド

３．日本水泳連盟競泳各種目における競技者育成システム
窪　　康之1）　　森丘　保典2）

1）国立スポーツ科学センター
2）日本大学　スポーツ科学部
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公開されていて，インターネットで見ることが
できる．スポーツ協会などから，サッカーをモ
デルにした一貫指導のプログラムが推奨された
こともあったが，水泳の場合はそれがスイミン
グクラブごとにすでにできていたし，成果も出
ていた．選手は記録が伸びなければクラブを移
るということもある．そういう競争が成立して
いるから各クラブが信念を持って指導してい
る．そこについては見守るしかない．

　　中央競技団体の役割としては，水泳というも
のの魅力をどう伝えていくかが重要だと考えて
いる．水泳を始めたのはいいけれど，他の種目
に流れてしまう，ということについてはどうに
かしなければいけない．そこに連盟が関わると
いうことはあると思う．

Q　幼少期から専門的トレーニングに取り組むべ
きか否か．

A　泳ぐという運動の特色として，見よう見まね
で走ったり跳んだりするのとは違う．そういう
意味では，幼少期からの専門的なトレーニング
が必要だと思う．ただし，身体を浮かせるとか
水の感覚をつかませるというような，泳ぎをつ
くるというところに，どのスイミングクラブも
時間をかけていられないという問題がある．ど
んどん記録を伸ばすことを求められるので，そ
ういうことに時間をかけていると選手は他のク
ラブに移ってしまう．しかし，本来であれば，
そういう泳ぎづくりの部分が，遠回りのように
見えて近道なのかもしれない．

　　一時期，医事委員会から早熟に関する問題提
起を受けたこともある．強化とのバランスを考
えた時に，特に女子は12歳くらいまでの間に心
肺機能を強化しておかないと，それ以降に強く
するのは難しいと考えている．

4．おわりに

　インタビューを通じて，日本競泳の育成システ
ムの特徴は，1）スイミングクラブの競争に基づ
く底辺の拡大と強化，2）標準記録による強化対
象の選別，3）相対年齢効果を考慮に入れたジュ
ニア期の競技会運営，４）幼少期からの専門的ト

加した実績がある．これらの合宿がオリンピッ
ク出場者，オリンピックメダリストを輩出した
というところである．

　　2024年（パリ五輪）に向けては，ここで一区
切りとして見直す必要がある．具体的には大学
生，とりわけ100メートル種目が穴になってき
てしまっている．これまでは大学生をシニアと
して扱っていたが，18歳の早生まれの扱い方を
世界の流れの参加基準にあわせていく必要があ
るのではないか．U18とするかU20とするかは
未定である．

　　ジュニアオリンピックは，早生まれ，遅生ま
れを考慮して何度か年齢区分を変えてきた．８
歳以下，9〜10歳，11〜12歳というグループを
作り，歳がひとつ上の集団に勝っていかなくて
は，という状況を作ったこともあるし，８歳以
下，9歳，10歳と1学年ずつやってきたことも
ある．また，ジュニアオリンピックでは，オリ
ンピックにない種目，例えば50メートルの特種
目なども必要と考えている．

Q　合宿や競技会への参加を標準記録でコント
ロールする仕組みを，現在どのように考えるか．

A　種目間で格差が出てきてしまっているのが課
題である．世界記録に基づいて日本の標準記録
を作ってきたので，種目によっては標準記録突
破者がゼロというものもあるし，平泳ぎのよう
に人数が増えてしまった種目もある．そういう
ばらつきがでてきたことを考えると，記録では
なくランキングで見ていく必要もあるかもしれ
ない．ポイント制もあり得る．

　　標準記録もどんどん上げてきてしまったが，
これも見直す必要があるかもしれない．標準記
録が高すぎると，ピラミッドの下のレベルが出
てこなくなってしまう．

Q　所属強化が全体のベースになっているが，こ
こに中央競技団体として介入することは考えな
いか．

A　社会体育のスイミングクラブがこれだけ共存
して，ある面では競い合っているというところ
が水泳にはある．練習メニューなども世界中で
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レーニングの導入などにあることがわかった．こ
れらは，競泳が記録を競う競技であること，水中
での身体操作という特殊な運動形態が中心である
ことが強く影響していると考えられる．
　今後，他競技へと調査を展開するときには，こ
れらと異なる特性を持つ競技，例えば，動きの出
来栄えを競うもの（体操競技など），チームで得
点を競うもの（サッカーなど），基本運動が中心

となるもの（陸上競技など），対人技能が中心と
なるもの（柔道など）を取り上げる必要があると
考えられる．

文　　　献

1） 笹川スポーツ財団（2017）スポーツ白書2017
－スポーツによるソーシャルイノベーション－,  
288-290.
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　2年目の2019年度は４つの課題を設けて作業を
進めてきたが，その1つの「発育期ガイドライン
とアスリート育成モデルの検討」は，残り3つの
課題の作業が途中ということもあり，具体的な検
討には入れなかった．しかし，1年目の課題であっ
た「海外におけるアスリート育成モデルの検討」
から，いくつかの検討すべき内容が抽出できたの
でそれを整理して検討課題を提示する．
　1年目の報告「2－1．タレント発掘からタレ
ントトランスファー（LTAD）へ」の中で示され
た「専門化のタイミング」と「スポーツ活動のし
かた」が検討されるべき問題としてまず挙げられ
る．前者の「専門化のタイミング」は，早期に「高
度に構造化された意図的，計画的な練習（deliber-
ate practice）」を実施して専門化するのか，それ
とも「楽しく自信をもって，意欲的に行う活動の
基礎づくり（deliberate play）」を実施して後期
に専門化するのか，という対立軸である．これは
組織的なスポーツを実施するかどうかというこ
とにも通じるものがある．米国（USOC）におけ
るアスリート育成モデルでも「楽しむ（fun and 
enjoyment）」，カナダにおけるアスリート育成モ
デルでも「身体リテラシー（physical  literacy）」
という言葉で代表されるように後期専門化が推奨
されているが，スポーツ種目によっての選択は検
討に値する．また，ドイツでは小学生を対象に全
国的な運動適性テストを種目横断的に実施して，
特に育成段階での移行フェーズにおいてそれを活
用する方向に改善しようとしている．移行フェー
ズをいつ捉えるかによって早期にも後期にもなり
得る．いつから後期とするのかも検討すべき問題
である．
　一方，後者の「スポーツ活動のしかた」は，複
数のスポーツ活動を実施する必要があるかどうか
である．北米ではシーズン制を敷いて，大学レベ

ルでも複数のスポーツ活動が実施されているし，
カナダ，オーストラリア，米国のアスリート育成
モデルでもある年齢になるまでは複数種目の実施
が推奨されている．しかし，第31回オリンピック
競技大会（2016年リオデジャネイロ）に参加した
日本選手に6歳までのスポーツ経験種目数を尋ね
たところ，1.6±1.3種目（JOC, 2016）であり，海
外オリンピアンの3.3±1.6種目（Vaeyens et al., 
2009）よりも少なかった．日本選手の経験種目は
水泳，サッカー，体操が多く，多様なスポーツ経
験が現在の競技に役立ったと多くの選手が答えて
いる．現在のスポーツ種目，経験種目と現在のス
ポーツ種目との類似性，経験種目の組織レベル，
経験年数などの因子からも複数のスポーツ活動を
実施する必要性を検討したいところである．
　また，中国における卓球エリート選手育成では，
地域から国家レベルの選手へ向けた3段階のルー
トが構成されており，日本における地域での育成
から中央競技団体へアスリートをつなぐ道筋の不
十分さと対比される．この他にも以下のような日
本のスポーツ活動の特性を育成モデルにどう盛り
込むかも検討課題である．
　・ 学校と地域とに分かれたスポーツ活動
　・ 身を守るあるいは身のこなしを良くするため

に，幼少年期に多くの子どもが参画している
水泳，体操といったスポーツ活動

　・ サッカー，野球などプロスポーツ組織の傘下
で行われているアスリート育成としてのス
ポーツ活動

　さらに，カナダにおけるアスリート育成モデ
ルでは，トレーニングのモニタリングをする

（monitoring & testing），サポートチームをつけ
る（performance enhancement team）といった
競技力向上のための仕組みが提案されているが，
総じてはトレーニング内容，分量，試合数，回復
スケジュールといった一般の子どもやアスリート
が実施すべき内容が年代別に提示されている．一

４．アスリート育成モデルについて
平野　裕一1）

1）法政大学　スポーツ健康学部



─ 32 ─

また，ドイツでもアスリートを取り巻く「アスリー
ト・アントラージュ」の改善・充実にフォーカス
が当てられている．すなわち，アスリート育成モ
デルの発信先をどこに定めるかという検討も必要
ということである．

方，米国（USOC）におけるアスリート育成モデ
ルでは，こうした一般の子どもやアスリートが実
施すべき内容はもちろん提示されているが，それ
が様々なアントラージュ向けにも書き換えられて
いる．このアントラージュを巻き込んでのアス
リート育成という仕掛けは効果的と推測される．
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　生涯にわたるスポーツ活動のあり方のための発
育期ガイドライン（年代別トレーニングの目安）
を含めた日本版アスリート育成モデルの作成を目
指して，その材料を得るための作業を進めてきた．
そのうち，海外の育成モデルについては1年目の
作業で十分に材料が得られたと見做している．
　発育期の運動・スポーツ実施に関する研究動向
については，子どもの筋・骨格系，心理特性，認
知能力・学力，活動時間と休養日についての整理
がなされ，子どもの運動・スポーツに関するガイ
ドライン，適正な実施のための基本指針，子ども
の権利とスポーツの原則といった大枠の整理もな
された．さらに，日本体育協会（現：日本スポー
ツ協会）が手がけてきた発育期の運動・スポーツ
活動に関する主なプロジェクト研究の成果および
提言等についても概観されている．
　スポーツ少年団へのWebアンケート調査では，
回答が分析されてきたが，予想を超える4,000件

以上の回答が得られたために3年目にもなお分析
の検討が必要と考えている．
　中央競技団体へのヒアリング調査では，水泳連
盟に調査をして内容が整理されたが，それを踏ま
えて調査範囲を広げていく予定である．2020年は
東京オリ・パラ大会があって中央競技団体は忙し
い時期であるが，もうすでに大会後を見据えた活
動を始めているとも聞いている．半年程度をかけ
てじっくりとヒアリング範囲を広げて材料化して
いきたい．
　これらの作業をもとに，3年目は「アスリート
育成モデルの検討」を通して作成作業に入る．当
初から競技団体ごとのモデルは想定していない
が，日本の運動・スポーツの特性をどのように盛
り込むかという点で，これまでの作業の中で紹介
されてきた「日本陸上競技連盟・競技者育成指針」
は大いに参考となろう．

まとめ（今後の展望）
平野　裕一1）

1）法政大学　スポーツ健康学部
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